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2021年7月16日、日本国政府とスイス連邦政府との間で「所得に対する租税に関
する二重課税の回避のための日本国とスイスとの間の条約を改正する議定書」
（改正議定書）の署名が行われました。改正議定書は、1971年に発効（2011年
に一部改正が発効）した現行の租税条約の一部を改正するものです。 

なお、日本及びスイスの両政府はBEPS防止措置実施条約（*）に署名しています
が、いずれの政府も現行条約をBEPS防止措置実施条約の対象租税協定として選
択していません。したがって、BEPS防止措置実施条約は現行条約及び改正議定
書のいずれにも適用されませんが、改正議定書の一部の条項は、BEPS防止措置
実施条約に沿ったものとなっています。 

（*） 正式名称は「税源浸食及び利益移転を防止するための租税条約関連措置を実
施するための多数国間条約」（Multilateral Convention to Implement Tax 

Treaty Related Measures to Prevent Base Erosion and Profit Shifting） 

このニュースレターでは、改正議定書によるスイスとの租税条約の主な改正点
と効力発生についてご紹介いたします。 
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I. 主な改正点

1. 事業所得（第7条）

改正後の第7条は、外国法人・非居住者の支店等（恒久的施設）に帰属する事業
利得に対する課税について、本支店間の内部取引を認識し、独立企業原則を適
用して恒久的施設に帰属する利得を計算することを規定しています。これは、
OECDモデル租税条約第7条（事業利得）（恒久的施設に帰属する利得の算定方法
としてOECD承認アプローチを採用した規定）と同様の規定です。 

2. 特殊関連企業（第9条）

対応的調整に関する規定が、BEPS防止措置実施条約第17条に沿った規定に改正
されます。現行条約では、対応的調整は両締約国の権限のある当局による協議
のうえで合意に基づき行われることとされていますが、改正後は両締約国の権
限のある当局は必要があるときに相互に協議することとされます。 

3. 配当（第10条）

配当に係る源泉地国における課税の限度税率が以下のように見直されます。 

限度税率 
受益者 

改正前 改正後 

0% 

• 配当支払法人の持分（*）の
50％以上を直接又は間接
に6ヵ月以上所有する法人

• 年金基金又は年金計画

• 配当支払法人の持分（*）の
10％以上を直接又は間接
に365日以上所有する法人

• 年金基金又は年金計画 

5% 
配当支払法人の持分（*）の 
10％以上を直接又は間接に 
6ヵ月以上所有する法人 

10% 上記以外 上記以外 

（*） 持分とは、配当支払法人が日本法人である場合には議決権、配当支払法人が
スイス法人である場合には発行済株式又は議決権をいいます。

4. 利子（第11条）

利子に係る源泉地国における課税の限度税率が以下のように見直されます。 

限度税率 
受益者 

改正前 改正後 

0% 

• 政府、地方公共団体、中央
銀行等

• 銀行、保険会社、証券会社
• 年金基金又は年金計画 等

全て 

10% 上記以外 
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ただし、利益連動型の利子（債務者若しくはその関係者の収入、売上げ、所得、
利得その他の資金の流出入、債務者若しくはその関係者の有する資産の価値の
変動若しくは債務者若しくはその関係者が支払う配当、組合の分配金その他こ
れらに類する支払金を基礎として算定される利子又はこれに類する利子）につ
いては、10％を限度として、源泉地国において課税することができることとさ
れます。 

5. 給与所得（第15条）

短期滞在者免税の適用要件のひとつである滞在期間が合計183日を超えない期
間であるかどうかの判定が、以下のように暦年単位での判定から継続する12ヵ
月間での判定に改正されます。 

改正前 改正後 

その報酬の受領者がその年を通じて
合計183日を超えない期間その他方
の締約国内に滞在していること 

その報酬の受領者がその年において
開始し、又は終了するいずれの12ヵ
月の期間においても、合計183日を超
えない期間その他方の締約国内に滞
在していること 

6. 役員報酬（第16条）

役員報酬に関する日本語の条項が、以下のように改正されます。 

改正前 改正後 

一方の締約国の居住者が他方の締約
国の居住者である法人の役員の資格
で取得する報酬に対しては、その他
方の締約国において租税を課するこ
とができる。 

一方の締約国の居住者が他方の締約
国の居住者である法人の取締役会又
はこれに類する機関の構成員の資格
で取得する役員報酬その他これに類
する支払金に対しては、その他方の
締約国において租税を課することが
できる。 

「役員」の定義はスイスとの租税条約に定めがないため、日本においては国内
法に従い、取締役、執行役、監査役等が含まれることとされていましたが、改正
後の条約のもとでは、この条項の適用は「取締役会又はこれに類する機関の構
成員」に限定されることとなります。 

7. 相互協議（第25条）

現行条約にも相互協議条項はありますが、納税者は自己が居住者である締約国
の権限のある当局に対してのみ、相互協議の申立てをすることが認められてい
ます。改正議定書では、BEPS防止措置実施条約第16条と同様に、相互協議の申
立てを両国のいずれかの権限のある当局に対して行うことができることになり
ます。 

また、第25条に5～12が挿入され、仲裁規定が新たに設けられます。これにより、
一方又は双方の締約国の措置により、ある者がこの条約の規定に適合しない課
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税を受けた事案について、その者が一方の締約国の権限のある当局に対して申
立てをし、かつ、3年以内に両締約国の権限のある当局がその事案を解決するた
めの合意に達することができない場合には、その事案は、その申立者からの要
請に基づき、仲裁を通じて解決されることとなります。 

8. 条約の濫用の防止（条約の議定書1）

現行条約の議定書1には、条約の濫用の防止規定のひとつである主要目的テスト
が設けられていますが、この規定がBEPS防止措置実施条約第7条に沿った規定
に改正されます。 

II. 効力発生

改正議定書は、両国それぞれの国内手続（日本においては国会の承認）を経た
後、外交上の経路を通じて、その国内手続の完了を確認する通告を相互に行い、
遅い方の通告が受領された日の後 30 日目の日に効力を生じ、次のものについて
適用されることとなります。 

日本 

課税年度に基づいて
課される租税 

改正議定書が効力を生ずる年の翌年の 
1月1日以後に開始する各課税年度の租税 

課税年度に基づかな
いで課される租税 

改正議定書が効力を生ずる年の翌年の 
1月1日以後に課される租税 

スイス

源泉徴収される租税 
改正議定書が効力を生ずる年の翌年の 
1月1日以後に支払われ、又は貸記される額 

その他の租税 
改正議定書が効力を生ずる年の翌年の 
1月1日以後に開始する各課税年度 

上記にかかわらず、この改正議定書により改正される相互協議手続規定（第 25

条 1）及び仲裁手続規定（第 25 条 5～12）は、以下のように適用されることに
なります。 

相互協議手続規定 
対象となる租税が課される日又はその課税年度にかか
わらず、改正議定書が効力を生ずる日から適用される。 

仲裁手続規定 

改正議定書が効力を生ずる日から次のものについて適
用される。 

• 改正議定書が効力を生ずる日において、両締約国の
権限のある当局による検討が行われている事案
（その事案の未解決の事項は、改正議定書が効力を
生ずる日の後3年を経過するまでは、仲裁に付託さ
れない。）

• 改正議定書が効力を生ずる日の後に両締約国の権
限のある当局による検討が行われる事案
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